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「こども」の表記について 

令和４年９月 15 日付で内閣官房副長官補付こども家庭庁設立準備室が

発出した事務連絡『「こども」表記の推奨について（依頼）』では、今後の

行政文書では特別な場合を除き、平仮名表記の「こども」を活用していく

ことを各府省庁に通知しています。 

（特別な場合の判断） 

①法令に根拠がある語を用いる場合 

例：公職選挙法における「子供」 

子ども・子育て支援法における「子ども」 

②固有名詞を用いる場合 

例：既存の予算事業名や組織名 

③他の語との関係で「こども」表記以外の語を用いる場合 

 

本計画では、計画の根拠法である「子ども・子育て支援法」に合わせて

漢字表記の「子ども」を基本としますが、上記通知を踏まえ国が使用する

平仮名表記の「こども」も混在しています。 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の急速な少子・高齢化の進展は、労働力人口の減少や社会保障負担の増加、地域社

会の活力低下など、社会経済のあらゆる面に大きな影響を与えるものとして懸念されていま

す。 

また、核家族化の進展や地域におけるコミュニティの希薄化によって、子どもと家庭を取

り巻く環境は大きく変化し、子どもを産み育てる喜びが実感できる社会の実現、子どもが健

やかに育ち、望ましい未来をつくり出す力の基礎を培うことができる社会の構築など、子育

ち・子育てを社会全体で支援していくことが喫緊の課題となっています。 

こうした中、国では平成 24 年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめとする子ども・子

育て関連３法が成立し、平成 27 年４月から幼児期の学校教育や保育、地域における子育て支

援サービスの量の拡充や質の向上を進める「子ども・子育て支援新制度」が創設されました。

さらに、令和元年 10 月からは「幼児教育・保育の無償化」がスタートしています。 

令和４年６月には、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的

な基本法として「こども基本法」が成立・公布され、こども家庭庁が令和５年４月に発足し

ました。 

令和５年 12 月には、これまでの少子化対策を踏まえた「こども未来戦略」が閣議決定され、

“2030 年代”に入るまでが少子化傾向を反転できるラストチャンスとの認識のもと、令和８

年度までの今後３年間を集中取組期間として、その期間に実施する具体的な政策が「こども・

子育て支援加速化プラン」として示されています。 

 

出生数、合計特殊出生率の推移（日本全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和６年版こども白書 
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２ 川場村における少子化対策 

本村では、少子化対策基本法や子ども・子育て支援関連３法に基づく子ども・子育て支援

新制度の実施に向けて、平成 27 年３月に「川場村第１期子ども・子育て支援事業計画」、令

和２年３月に「川場村第２期子ども・子育て支援事業計画」を策定し、幼児期の教育・保育、

子ども・子育て支援の充実などに取り組んできました。 

令和７年度を初年度とする「川場村第３期子ども・子育て支援事業計画」（以下、「本計画」

という。）では、「こども未来戦略」や「こども・子育て支援加速化プラン」など、国が目指す

“こども・子育て政策”の方向性も踏まえ、本村で安心して子どもを産み育てられる環境づ

くりを進めます。 

 

 

３ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条の「市町村子ども・子育て支援事業計画」に位置

づけるとともに、国が示す同法に基づく基本指針に基づき、本村が取り組む事業と達成しよ

うとする目標を明らかにするものです。 

また、次世代育成支援対策推進法第８条に基づく市町村行動計画、子どもの貧困対策の推

進に関する法律第９条第２項に基づく市町村計画も包含しています。 

さらに、まちづくりの最上位計画である「川場村第５次総合計画」をはじめ、健康福祉・

教育分野などの関連計画・方針との整合・調整を図りながら策定していきます。 
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川場村第３期 
子ども・子育て支援事業計画 

子ども・子育て支援事業計画 

次世代育成支援行動計画 

子どもの貧困対策推進計画 

健康・福祉・医療分野 

安全・安心分野 

都市基盤分野 

産業・雇用分野 

教育・生涯学習分野 

川場村第５次総合計画 

整 合 

川場村第２期地域福祉計画・地域福祉活動計画 



第１章 計画の策定にあたって 

3 

４ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５か年とします。ただし、計画期間の

中間年度を目安として、「量の見込み」と実績との差や社会情勢の変化等を考慮し、必要な計

画の見直しを行います。 

 

令和６年度 
（2024） 

令和７年度 
（2025） 

令和８年度 
（2026） 

令和９年度 
（2027） 

令和 10 年度 
（2028） 

令和 11 年度 
（2029） 

      

 

 

５ 計画の対象 

本計画は、就学前児童と学校児童を中心とした児童福祉法に定められた 18 歳未満のすべて

の子どもとその家庭、地域、事業所、行政等を対象とします。 

 

 

６ 持続可能な開発目標(SDGs)への配慮 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、平成 27 年９月の

国連サミットで採択された国際目標です。令和 12 年を目標年限とし、「地球上の誰一人とし

て取り残さない」持続可能な社会の実現に向けて、国際社会全体で取り組むこととされてい

ます。 

ＳＤＧｓで掲げられた達成すべき具体的目標は、地方自治体の取組と密接な関連がありま

す。本計画では、ＳＤＧｓが目指す 17 ゴールのうち、主に「１ 貧困をなくそう」、「３ すべ

ての人に健康と福祉を」、「４ 質の高い教育をみんなに」、「５ ジェンダー平等を実現しよう」

を中心に取り組んでいきます。 

 

    

第３期子ども・子育て支援事業計画 

第２期計画 

必要に応じて見直し 第４期計画の策定 
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７ 国の基本指針が示す子ども・子育て支援の意義(要約) 

子ども・子育て支援法では、市町村は国が示す基本指針に即して子ども・子育て支援事業

計画を定めるものとしています。 

国の基本指針が示す子ども・子育て支援の意義は次のとおりです。 

※基本指針の正式名称は、「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育

て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」（平成 26 年内閣府告示第 159 号） 

 

⚫ 「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基本に、子どもの視点に立ち、

子どもの生存と発達が保障されるよう、子ども・子育てに関する給付や支援は良質かつ適切

な内容及び水準のものとすることが必要である。 

⚫ 障がい、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子

どもやその家族を含め、すべての子どもに対して、子ども・子育て支援法に基づく給付その

他の支援を可能な限り講じるとともに、関連する諸制度との連携を図り、これらの子どもに

対する適切な保護及び援助の措置を講じることにより、一人一人の子どもの健やかな育ちを

等しく保障することを目指す必要がある。 

⚫ 子どもは、社会の希望であり、未来をつくる存在である。子どもの健やかな育ちと子育てを

支えることは、一人一人の子どもや保護者の幸せにつながることはもとより、将来の我が国

の担い手の育成の基礎をなす重要な未来への投資であり、社会全体で取り組むべき最重要課

題の一つである。 

⚫ 子どもの育ちや子育てをめぐる状況は厳しく、結婚や出産に関する希望の実現をあきらめる

人々や、悩みや不安を抱えながら子育てを行っている人々がいる。また、親自身は、周囲の

様々な支援を受けながら、実際に子育てを経験することを通じて、親として成長していくも

のであり、すべての子育て家庭を対象に、こうしたいわゆる「親育ち」の過程を支援してい

くことが必要とされている。 

⚫ 行政が、子ども・子育て支援を質・量ともに充実させるとともに、家庭、学校、地域、職域

その他の社会のあらゆる分野におけるすべての構成員が、子ども・子育て支援の重要性に対

する関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要である。そうし

た取組を通じ、家庭を築き、子どもを産み育てるという人々の希望がかなえられるとともに、

すべての子どもが健やかに成長できる社会を実現していかなければならない。 

※令和６年４月１日施行 
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８ 計画の策定方法 

（１）川場村子ども・子育て会議による協議 

子ども・子育て支援法第 72 条第１項の規定に基づき設置された「川場村子ども・子育て会

議」にて、計画内容の協議を行いました。 

同会議は、本村の子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し、必

要な事項（本計画に掲げる事項）及び施策の実施状況（計画の進捗管理）について、調査・

審議する役割を担っています。 

 

（２）ニーズ調査の実施 

幼児期における住民の教育・保育事業等の利用状況や今後の利用希望、子どもと子育て家

庭を取り巻く状況などを把握するため、就学前児童と学校児童を対象とした「川場村の子ど

も・子育て支援に関するアンケート調査」を実施しました。 

 

 就学前児童調査 小学校児童調査 

調査対象者 全数調査 全数調査 

調査方法 

「かわば森のこども園」で調査票を

配布・回収（一部、郵送による配布・

回収もあり） 

川場小学校で調査票を配布・回収 

調査時期 令和６年５月 令和６年５月 

配布数 99 141 

回答数 90 133 

回答率 90.9% 94.3% 

 

（３）パブリックコメントの実施 

住民の意見を計画内容に反映させるため、計画素案を広く公表し、令和７年●月●日から

令和７年●月●日までパブリックコメントを実施しました。 
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第２章 子どもを取り巻く川場村の現状 

１ 統計数値から見た状況 

（１）人口の推移 

本村の総人口は、令和６年４月１日現在 3,019 人となっており、微減傾向で推移していま

す。年齢３区分別人口は、０～14 歳（年少人口）が減少し、65 歳以上（老年人口）が増加す

るという少子高齢化が進行している状態です。 

18 歳未満の児童人口は、令和６年４月１日現在 404 人となっており、減少傾向が続いてい

ます。 

 

年齢３区分別人口及び０～14 歳比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年４月１日） 

 

年齢区分別児童人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年４月１日） 
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（２）世帯数等の推移 

本村の世帯数は、令和６年１月１日現在 1,132 世帯となっており、ほぼ横ばいで推移して

います。一世帯あたりの人員は、令和６年１月１日現在 2.71 人となり、減少傾向が続いてい

ます。 

子どものいる世帯の構成は、令和２年 10 月１日現在、18 歳未満世帯員のいる一般世帯の

うち、核家族世帯が全体の 51.0％を占めています。この割合が上昇傾向であることから、核

家族化の進行が見られます。 

ひとり親世帯（男親と子どもから成る世帯及び女親と子どもから成る世帯の合計）は、令

和２年 10 月１日現在、18 歳未満世帯員のいる一般世帯の 4.0％となっています。 

 

世帯数及び一世帯あたりの人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年１月１日） 

 

 （単位：世帯） 

 
18 歳未満世帯員のいる一般世帯  

H２２年(2010) H２７年(2015) R２年(2020) 

総数 295 100.0% 287 100.0% 247 100.0% 

親族のみ世帯 293 99.3% 284 99.0% 246 99.6% 

 核家族世帯 104 35.3% 124 43.2% 126 51.0% 

  夫婦のみの世帯 0 － 0 － 0 － 

  夫婦と子どもから成る世帯 98 33.2% 119 41.5% 116 47.0% 

  男親と子どもから成る世帯 1 0.3% 1 0.3% 2 0.8% 

  女親と子どもから成る世帯 5 1.7% 4 1.4% 8 3.2% 

 核家族以外の世帯 189 64.1% 160 55.7% 120 48.6% 

非親族を含む世帯 2 0.7% 3 1.0% 1 0.4% 

単独世帯 0 － 0 － 0 － 

※国勢調査（各年１０月１日） 

  

子どものいる世帯の構成  
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H30年 R元年 R2年 R3年 R4年 R5年

川場村

群馬県

（３）人口動態 

本村の出生数は、令和５年度が９人となり、令和元年度と比べると３人の減少となってい

ます。 

合計特殊出生率（15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出産率を合計したもので、一人の女

性が一生に産む子どもの数に相当）は、近年、群馬県の水準を上回って推移しています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

※村統計資料 

 

 （単位：人） 

 R 元年度 
(2019) 

R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

15～19歳 1 0 0 0 0 

20～24歳 0 1 1 1 1 

25～29歳 3 3 6 2 2 

30～34歳 6 5 6 6 1 

35～39歳 2 4 3 6 4 

40～44歳 0 0 0 0 1 

45～49歳 0 0 0 0 0 

合計（出生数） 12 13 16 15 9 

※村統計資料 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

母親年齢区分別出生数 

※群馬県の人口動態統計概況（各年 1 月 1 日～12 月 31 日) 
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0.0
4.6

24.0

51.1

58.7

65.6

71.1
72.174.2

71.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

群馬県 川場村

(%)

2.6
6.5

27.3

52.1

68.8

67.0

87.8

79.8
80.5

78.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

群馬県 川場村

(%)

（４）有配偶率等 

本村の有配偶率について、男性はほぼすべての年齢区分で群馬県の水準を上回っています

が、女性の 44 歳までは群馬県の水準を下回る年齢区分が見られます。 

一方、未婚率は、男性は 25 歳から 39 歳まで上昇傾向、女性は 25 歳以上で減少傾向が見ら

れます。 

 

年齢区分別有配偶率の比較（令和２年） 

（男性）                         （女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査（令和２年１０月１日） 

 

 （単位：％） 

 男性 女性 

 
H22年 
(2010) 

H27年 
(2015) 

R２年 
(2020) 

H22年 
(2010) 

H27年 
(2015) 

R２年 
(2020) 

15～19歳 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 97.4 

20～24歳 92.0 93.2 92.3 88.1 91.5 91.3 

25～29歳 67.1 52.6 76.0 77.1 70.7 63.6 

30～34歳 39.1 35.4 44.7 47.8 32.9 43.8 

35～39歳 29.2 10.6 37.3 25.3 21.3 22.5 

40～44歳 28.9 12.6 27.1 26.9 5.4 21.6 

45～49歳 24.6 2.5 23.7 26.1 9.6 4.1 

合計 50.7 41.2 53.8 49.5 40.4 42.1 

※国勢調査（各年１０月１日） 

 

  

年齢区分別未婚率 
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11.8

73.9
78.8 79.2

83.8
88.7 88.8

82.1 81.8

68.4

55.4

46.7

27.8

9.1
1.8

0

20

40

60

80

100

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

令和2年

平成27年

(%)

11.8

73.9
78.8 79.2

83.8
88.7 88.8

82.1 81.8

68.4

55.4

46.7

27.8

9.1
1.8

0

20

40

60

80

100

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

川場村

群馬県

全国

(%)

（５）女性の就業率 

女性の就業率（15 歳以上人口に占める就業者数の割合）について、令和２年は、ほぼすべ

ての年齢で平成 27 年と比べて就業率の上昇が見られます。 

また、群馬県の水準に比べて高い就業率で推移しており、今後も出産期から子育て期にお

いて、仕事と子育ての両立を支援する施策や事業を推進していく必要があります。 

 

女性の就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査（各年１０月１日） 

 

女性の就業率の比較（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査（令和２年１０月１日） 
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２ アンケート調査結果の概要 

（１）世帯の経済的なゆとり 

問 あなたの世帯では、現在の生活に経済的なゆとりがありますか。 

 

就学前児童、小学校児童ともに「ふつう」が最も高く、次いで「あまりない」、「まったく

ない」と続いています。 

「あまりない」と「まったくない」を合わせた“余裕なし”は、就学前児童が 44.5％、小

学校児童が 48.1％となっています。 

 

 

（２）母親の就労状況 

問 お子さんの母親は、現在働いていますか。 

※フルタイム、パート・アルバイト等には、産休・育休・介護休暇中を含む 

 

就学前児童、小学校児童ともに「フルタイムで働いている」が約 50％で最も高く、次いで

「パート・アルバイト等で働いている」が約 40％となっています。 

「フルタイムで働いている」と「パート・アルバイト等で働いている」を合わせた“就労

している”は、就学前児童が 86.7％、小学校児童が 90.2％となっています。 

 

 

  

1.1

0.8

4.4

7.5

50.0

42.9

25.6

26.3

18.9

21.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（n=90)

小学校児童（n=133)

かなりある まあまあある ふつう あまりない

まったくない 無回答

47.8

49.6

38.9

40.6

13.3

5.3

0.0

0.8

0.0

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（n=90)

小学校児童（n=133)

フルタイムで働いている パート・アルバイト等で働いている

現在は働いていない これまで働いたことがない

母親はいない 無回答
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（３）定期的に利用している子育て支援サービス（就学前児童） 

問 どのような子育て支援サービスを利用していますか。 

※定期的に子育て支援サービスを利用している人のみ 

 

“毎日利用している”では、「認定こども園」が高くなっています。 

 

【毎日利用している】 【毎日ではないが、利用している】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用したいが利用できていない】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.3
96.2

5.1

3.8

3.8

3.8

3.8

0% 50% 100%

認定保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=79）

0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

0% 50% 100%

認定保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=79）

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 50% 100%

認定保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=79）
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（４）定期的に利用したい子育て支援サービス（就学前児童） 

問 現在、利用している、利用していないにかかわらず、宛名のお子さんは、いつ「定期的」に子育て支援

サービスを利用したい（利用したかった）ですか。 

 

それぞれ「認定こども園」が高くなっています。「認定こども園」の利用意向は、“平日”

が 86.7％、“長期休暇期間中”が 31.1％、土曜日”が 33.3％、“日曜日・祝日”が 13.3％

となっています。 

 

【平日】 【長期休暇期間中】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【土曜日】 【日曜日・祝日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0

0.0

3.3

13.3

3.3

2.2

1.1

1.1

2.2

2.2

5.6

0.0

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=90）

2.2

3.3

4.4

33.3

6.7

2.2

1.1

1.1

2.2

1.1

4.4

0.0

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=90）

3.3

4.4

6.7

31.1

6.7

0.0

0.0

1.1

1.1

0.0

0.0

0.0

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=90）

7.8

7.8

6.7

86.7

12.2

2.2

1.1

2.2

2.2

1.1

2.2

1.1

0% 50% 100%

幼稚園（通常の就園時間）

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

認可保育所（園）の一時預かり

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

児童発達支援

就学前児童（n=90）
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ない（川場村内のみを希望する）

56.0%

ある（川場村以外の市町村）

9.5%

無回答

34.5%

就学前児童（n=84）

（５）定期的に子育て支援サービスを利用したい場所（就学前児童） 

問 子育て支援サービスを利用したい場所は、川場村以外の市町村にご希望がありますか。 

※定期的に子育て支援サービスを利用したい人のみ 

 

「ない（川場村内のみを希望する）」が 56.0％、「ある（川場村以外の市町村）」が 9.5％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）母親の育児休業制度の取得経験 

問 宛名のお子さんが生まれたとき、母親は育児休業を取得しましたか。 

 

「取得した（取得中である）」が 54.4％と最も高く、次いで「取得していない」が 23.3％、

「働いていなかった」が 22.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取得した（取得中

である）

54.4%
取得していない

23.3%

働いていなかった

22.2%

母親はいない 0.0%

無回答 0.0%

就学前児童（n=90）
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（７）放課後の過ごし方 

問 宛名のお子さんについて、放課後（平日の小学校終了後）の時間をどのような場所で過ごさせたい

ですか。（または、過ごしましたか。） 

小学校低学年（１～３年生）、小学校高学年（４～６年生）についてそれぞれお答えください。 

※就学前児童は子どもの年齢が５歳以上の人のみ（小学校入学後の意向） 

 

①就学前児童 

低学年（１～３年生）のときは、「放課後児童クラブ」が 65.4％と最も高く、次いで「地域

未来塾（月曜遊び場）」が 46.2％、「地域未来塾（水曜学び場）」が 38.5％で続いています。 

高学年（４～６年生）のときは、「習い事や部活動など」が 53.8％と最も高く、次いで「放

課後児童クラブ」が 50.0％、「自宅」が 46.2％で続いています。 

 

 

 

  

30.8

19.2

26.9

46.2

38.5

65.4

3.8

7.7

7.7

7.7

46.2

30.8

53.8

38.5

34.6

50.0

3.8

3.8

11.5

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事や部活動など

地域未来塾（月曜遊び場）

地域未来塾（水曜学び場）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

低学年（１～３年生）のとき

高学年（４～６年生)のとき

就学前児童（n=26）
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②小学校児童 

低学年（１～３年生）のときは、「放課後児童クラブ」が 49.6％と最も高く、次いで「自宅」

が 46.6％、「地域未来塾（月曜遊び場）」が 39.8％で続いています。 

高学年（４～６年生）のときは、「自宅」が 52.6％と最も高く、次いで「習い事や部活動な

ど」が 39.1％、「放課後児童クラブ」が 29.3％、「地域未来塾（月曜遊び場）」が 26.3％と続

いています。 

低学年（１～３年生）のときのクロス集計によると、母親の就労状況が“フルタイム”の

場合は「放課後児童クラブ」が高く、“パート等”の場合は「自宅」が最も高くなっています。 

 

 

 

 

  

46.6

15.0

24.8

39.8

16.5

49.6

0.0

3.8

8.3

12.8

52.6

14.3

39.1

26.3

13.5

29.3

2.3

3.0

13.5

20.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事や部活動など

地域未来塾（月曜遊び場）

地域未来塾（水曜学び場）

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス

その他（公民館、公園など）

無回答

低学年（１～３年生）のとき

高学年（４～６年生)のとき

小学校児童（n=133）
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（８）放課後児童クラブに今後望むこと 

問 放課後児童クラブに今後望むことは何ですか。 

※放課後児童クラブの利用意向がある人のみ 

※就学前児童は子どもの年齢が５歳以上の人のみ（小学校入学後の意向） 

 

就学前児童、小学校児童ともに「特になし」を除くと、「プログラムの充実」、「指導員の質

の向上」、「保護者負担の軽減（役員や行事の当番など）」（就学前児童のみ）が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）子育て環境の満足度 

問 川場村の子育て環境の満足度はいかがですか。 

 

就学前児童では、「まあまあ満足」が 35.6％と最も高く、次いで「満足」が 32.2％、「やや

不満」が 25.6％、「不満」が 3.3％となっています。 

小学校児童では、「まあまあ満足」が 46.6％と最も高く、次いで「やや不満」が 29.3％、

「満足」が 18.8％、「不満」が 4.5％となっています。 

 

32.2

18.8

35.6

46.6

25.6

29.3

3.3

4.5

3.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（n=90）

小学校児童（n=133）

満足 まあまあ満足 やや不満 不満 無回答

29.4

29.4

0.0

5.9

41.2

11.8

5.9

29.4

0.0

29.2

11.1

19.4

30.6

6.9

4.2

37.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指導員の質の向上

保護者負担の軽減（役員や行事の当番など）※

広い活動のスペース

遊具等の充実

プログラムの充実

長期休暇のみの利用

その他

特になし

無回答

就学前児童（n=17)

小学校児童（n=72)

※小学校児童は選択肢なし
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25.6

40.0

40.0

20.0

52.2

35.6

16.7

15.6

20.0

26.7

2.2

8.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活と発達に関すること

友だちとの付き合いに関すること

勉強・学習に関すること

小学校の状況に関すること

新しい環境への順応に関すること

子どもの安全に関すること

習い事に関すること

子どもと親との関係

親同士の関係

金銭面に関すること

その他

特にない

無回答

就学前児童（n=90）

（10）川場村での子育ての意向 

問 今後も川場村で子育てをしていきたいと思いますか。 

 

就学前児童、小学校児童ともに「ずっと川場村で子育てをしていきたい」が最も高く、「当

分は川場村で子育てをしていきたい」が続いています。 

これらを合わせた“川場村で子育てをしていきたいと考えている人”は、約 85％となって

います。 

 

 

（11）小学校入学にあたり心配なこと（就学前児童） 

問 小学校入学にあたり、心配なことは何ですか。 

 

「新しい環境への順応に関すること」が 52.2％と最も高く、次いで「友だちとの付き合い

に関すること」と「勉強・学習に関すること」が 40.0％、「子どもの安全に関すること」が

35.6％で続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.9

46.6

37.8

38.3

10.0

7.5

0.8

1.1

4.5

2.2

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（n=90）

小学校児童（n=133）

ずっと川場村で子育てをしていきたい 当分は川場村で子育てをしていきたい

できれば川場村以外の市町村で子育てをしたい 川場村以外で子育てをしたい

その他 無回答
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（12）子育てしやすい地域づくりのために、今後最も重要だと思うこと 

問 子育てしやすい地域づくりのために、今後どのようなことが最も重要だと思いますか。 

 

就学前児童では、「子育てへの経済的支援の充実」が 75.6％と最も高く、次いで「小児医療

体制の充実」が 52.2％、「乳幼児の遊び場（公園や児童館など）の整備」が 50.0％、「放課後

児童クラブや放課後子ども教室の充実」が 42.2％で続いています。 

小学校児童では、「子育てへの経済的支援の充実」が 63.2％と最も高く、次いで「スポーツ

クラブの充実」が 36.8％、「小児医療体制の充実」が 33.8％、「学校以外の“第３の居場所”

（フリースクール等）」と「子育てしながら働きやすい職場環境の整備」が 32.3％、「放課後

児童クラブや放課後子ども教室の充実」が 29.3％で続いています。 

 

  

25.6

52.2

50.0

18.9

16.7

23.3

24.4

42.2

20.0

21.1

27.8

4.4

75.6

2.2

0.0

1.1

13.5

33.8

27.1

16.5

15.0

7.5

36.8

29.3

24.8

32.3

32.3

8.3

63.2

4.5

3.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子保健サービス（乳幼児健康診査や

予防接種など）の充実

小児医療体制の充実

乳幼児の遊び場（公園や児童館など）の整備

親同士の交流や地域の子育て支援活動への支援

子育てに関する相談や情報提供の充実

認定こども園の充実

スポーツクラブの充実

放課後児童クラブや放課後子ども教室の充実

小中学生の心身の健やかな成長への支援

学校以外の“第３の居場所"（フリースクール等）

子育てしながら働きやすい職場環境の整備

家庭内における子育てへの参画

（父親の意識啓発など）の促進

子育てへの経済的支援の充実

その他

特に必要なものはない

無回答

就学前児童（n=90)

小学校児童（n=133)
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３ 第２期計画の進捗評価 

（１）評価方法 

川場村第２期子ども・子育て支援事業計画に記載されている 73 事業の進捗状況を、３つの

評価基準（計画どおりに実施＝10 点、一部を実施した＝５点、実施していない＝０点）で点

数化しました。 

 

（２）評価結果 

①基本施策ごとの評価 

評点が 10 点の基本施策が多い中、「１-２ 子育てと仕事の両立支援の推進」、「３-３ ｢食

育｣の推進」、「４-４ 子どもの貧困対策の推進」の評点は、他に比べて特に低くなっていま

す。 

 

図 基本施策ごとの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※評点は 10 点満点中の値 

 

 

  

8.89 

6.67 10.00 

10.00 

10.00 

10.00 

10.00 7.50 

10.00 

10.00 

10.00 

6.67 

10.00 

0

2

4

6

8

10

1-1 子育て支援サービスの

充実

1-2 子育てと仕事の

両立支援の推進

1-3 児童健全育成の推進

2-1 教育環境等の整備

2-2 地域の教育力の向上

3-1 妊娠期からの継続した

支援体制の整備

3-2 母子保健事業の推進3-3 ｢食育｣の推進

4-1 児童虐待防止対策

の充実

4-2 障がい児施策の充実

4-3 子育て家庭に対する

経済的支援

4-4 子どもの貧困対策

の推進

5-1 安心安全なむらづくり
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②事業ごとの評価 

基本目標 基本施策 事業 

1 

地域における子育

て支援の充実 

1-1 

子育て支援サービスの充実 

8.99 乳児家庭全戸訪問事業 10.00  

療育支援家庭訪問事業 0.00  

子育て教室 10.00  

やんちゃクラブ 10.00  

認定こども園ふれあい保育 10.00  

子育てサロン 10.00 

ファミリー・サポート・センター 10.00  

子育ての相談支援 10.00  

子育ての情報提供 10.00  

1-2 

子育てと仕事の両立支援の

推進 

6.67 認定こども園の通常保育サービス 10.00  

延長保育 10.00  

低年齢児保育 10.00  

障がい児保育 10.00  

一時預かり保育・病児病後児保育 0.00  

認定こども園の預かり保育 10.00  

放課後児童健全育成事業（学童保育） 10.00 

育児休業制度の普及・定着 0.00  

ワークライフバランスの PR 等 0.00  

1-3 

児童健全育成の推進 

10.00 放課後児童クラブ 10.00 

放課後子ども教室 10.00 

放課後・週末の居場所づくり 10.00 

団体連携の児童健全育成 10.00 

児童委員の児童健全育成 10.00 

2 

教育環境の整備 

2-1 

教育環境等の整備 

10.00 認定こども園・小・中学校の連携推進 10.00  

確かな学力向上 10.00  

学社融合事業 10.00  

道徳教育の充実 10.00  

体験活動の推進 10.00  

ネットワークの形成 10.00  

スポーツ環境の充実 10.00  

健康教育の推進 10.00  

思春期保健対策の推進 10.00 

次代の親の育成 10.00 

2-2 

地域の教育力の向上 

10.00 体験活動の充実 10.00 

スポーツ環境の整備 10.00 

世代間交流の推進 10.00 
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基本目標 基本施策 事業 

3 

母子保健施策の

充実 

3-1 

妊娠期からの継続した支援

体制の整備 

10.00 妊婦一般健康診査 10.00  

産婦健康診査 10.00  

妊婦支援相談事業 10.00  

妊婦訪問 10.00  

不妊治療支援事業 10.00 

3-2 

母子保健事業の推進 

10.00 乳幼児健診 10.00  

フッ素塗布事業 10.00  

新生児訪問（乳児家庭全戸訪問事業） 10.00  

母子健康相談 10.00  

子どもの事故予防 10.00 

予防接種の推進 10.00  

小児医療の充実 10.00  

3-3 

｢食育｣の推進 

7.50  妊産婦栄養相談 5.00  

乳幼児健診栄養相談 10.00  

乳幼児期対象の教室 5.00  

学童期の教室 10.00  

食育の実践 5.00  

小児生活習慣病予防対策（子どもの健診） 10.00  

4 

子ども・家庭の状

況に応じた支援 

4-1 

児童虐待防止対策の充実 

10.00  児童相談事業 10.00  

要保護児童対策地域協議会の充実 10.00  

虐待通告義務の広報 10.00  

4-2 

障がい児施策の充実 

10.00 健診体制の強化 10.00  

相談体制の充実 10.00  

指導教室の実施 10.00 

関係機関との連携強化 10.00  

認定こども園・学童保育の受け入れ 10.00 

4-3 

子育て家庭に対する経済的

支援 

10.00  子育て支援金 10.00  

定期券購入費補助 10.00  

子どもの医療費無料化 10.00  

4-4 

子どもの貧困対策の推進 

6.67 生活困窮家庭の子どもに対する学習支

援策の検討 

0.00 

低所得者対策の利用促進 10.00 

母子家庭自立支援給付金及び父子家庭

自立支援給付金事業の周知 

10.00 

5 

子どもや子育て家

庭を支える地域づ

くり 

5-1 

安心安全なむらづくり 

10.00  通学路の整備 10.00  

歩行エリアの確保 10.00  

交通安全の推進 10.00  

犯罪等に関する情報提供 10.00  

防犯教育の充実 10.00  

※評点は 10 点満点中の値 
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４ 課題の総括 

＜多様な保育ニーズ等への対応＞ 

子どもの人数は減少傾向にありますが、女性の就業率の高まり等を受け、保育ニーズは高

まっています。 

今後も、低年齢児の保育ニーズをはじめ、発達に不安のある子ども、障がいのある子ども

などへの細かな対応が必要となっていくことから、多様なニーズに対応できる体制の確保が

求められます。 

 

＜相談支援や情報提供の体制強化＞ 

子どもの成長・発達、食生活、しつけ、友達づきあい、言葉遣いや態度など、多くの保護

者が子育てについて何らかの悩みを抱いており、気軽に相談することができる相談支援体制

の強化が求められます。 

また、誰もが情報を必要とするときに的確に入手することができるよう、引き続き、情報

提供の方法の検討や周知、相談体制の充実に取り組む必要があります。 

 

＜児童虐待防止対策の強化＞ 

児童虐待は、その多くが家庭内で起こるため外部からは見えづらく、発見が遅れると児童

の命に関わることもあります。児童相談所の虐待相談対応件数は全国的に増加傾向にあり、

深刻な児童虐待事件の発生も後を絶たない状況です。 

今後は、体罰によらない子育てを推進するとともに、児童虐待の未然防止・早期発見のた

め、専任の専門職を配置した子ども家庭総合支援拠点の取組とともに、さらに体制強化を図

っていく観点から、より母子保健と連携した体制も必要になっています。 

 

＜支援が必要な家庭への経済的支援の充実＞ 

国が実施している国民生活基礎調査の結果を見ると、全国の値として令和３年の「子ども

の貧困率」（子ども全体に占める等価可処分所得が貧困線に満たない子どもの割合）は 11.5％、

ひとり親世帯の場合は 44.5％となっています。 

一般的に、「子どもの貧困率」が高いと経済的困窮を背景に教育や体験の機会に乏しく、ま

た、地域や社会から孤立し、様々な面で不利な状況に置かれてしまう傾向があります。 

子どもの将来がその生まれ育った環境に左右されることなく、また、貧困が世代を超えて

連鎖することのない社会を実現していくため、必要な環境整備や関係機関との連携が求めら

れています。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画期間における子どもの人口推計結果 

「量の見込み」や「確保方策」の設定に必要な子どもの人口推計は、直近の住民基本台帳

人口や出生率を踏まえて算出しました。 

 
※R５→６年の各歳別変化率を用いてコーホート変化率により算出  

※０歳児の推計は、R３～５年度の平均出生率を求め、R７年度以降の当該女性人口（推計値）に乗じて各年度の人

数を算出 

 

①０～５歳人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②６～11 歳人口 
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２ 基本理念 

⚫ 子どもは未来からの預かりものであり、次世代を生き担う子どもは川場村の宝物です。そ

のため、本村のすべての子どもが健やかに成長していくために、子どもを取り巻く環境を

整えていきます。 

⚫ さらに、子育て家庭が自信と余裕をもって楽しく子育てできるよう、地域社会が協力して

子育てを支援し、地域での子育てを推進していきます。 

⚫ 本計画では、第２期計画を踏襲しつつ、川場村第２期地域福祉計画・地域福祉活動計画の

基本理念「誰もが安心して いきいきと暮らせるむら かわば」、川場村の教育スローガンで

ある「うちの子も よその子どもも 川場の子 『川場の子どもは川場の宝』 だからみんな

で育てましょう」を反映して基本理念と視点を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

川場の子どもは川場の宝 

みんなで子育て・いきいき親育て 
 

 

 

 

 

 

 

 

視点１ 

子どもの視点 

子どもの感じ方・見方を

尊重し、輝く未来と無限

の可能性をもつ子どもの

成長を第一に願い、「子

どもにとっての幸せ」を考

えた環境づくりを図りま

す。 

視点２ 

親育ての視点 

子どもを養育するすべて

の保護者が、ゆとりと愛

情をもって子育てできるこ

とを応援するとともに、親

になることへの「こころ構

え」などの働きかけをして

いきます。 

視点３ 

家庭と地域の視点 

保護者が孤立することの

ないよう、地域の様々な

社会資源を活用してそ

のネットワークを強化し、

明るい子育ての環境づく

りを推進します。 
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３ 基本目標と基本施策 

＜基本目標＞  ＜基本施策＞ 

１ 

地域における 

子育て支援の充実 

 すべての子育てをしている人が安心して子育てがで

きるよう、子どもの健全な成長を地域全体で見守れる

様々な子育て支援サービスの充実を推進します。 

子育て家庭が必要とする情報を提供し、地域資源等の

活用により家庭と地域の子育て力の向上に取り組みま

す。 

 

１-１ 子育てと仕事の両立支援の推進 

１-２ 子育て支援サービスの充実 

１-３ 児童健全育成の推進 

 

２ 

母子保健施策の充実 

 安心して出産し子育てができるよう、妊娠期からの一

貫した支援体制を整え、すべての子どもが健やかに成長

するために、様々な支援事業に取り組みます。 

子どもを取り巻く環境の変化に対応したきめ細やか

な支援を充実させ、食育の推進と強化を図ります。 

 

２-１ 妊娠期からの継続した支援体制の整備 

２-２ 母子保健事業の推進 

２-３ 食育の推進 

 

３ 

教育環境の整備 

 認定こども園や学校、家庭、地域資源のネットワーク

により、子どもを地域社会全体で育てていく観点から、

地域の教育力を向上させます。また、子どもの未知なる

可能性を教育や遊び、日常の暮らしの中で育む教育力を

向上させます。 

 

３-１ 教育環境の整備 

３-２ 地域の教育力の向上 
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４ 

子どもや子育て家庭の 

状況に応じた支援 

 児童虐待防止対策の推進を図り、地域ぐるみの支援を

充実します。 

また、障がいや発達の遅れの早期発見や適切な療育の

ための支援を、関係機関との連携を図り充実させます。 

 

４-１ 児童虐待防止対策の充実 

４-２ 障がいのある子どもへの支援 

４-３ 子育て家庭に対する経済的支援 

４-４ ひとり親家庭に対する自立支援 

４-５ 子どもの貧困対策の推進 

 

５ 

子どもや子育て家庭 

を支える地域づくり 

 子どもと子育てを行う保護者が、安心かつ安全で快適

な生活を送れるよう、快適な居住環境づくりや、子ども

を危険から守るため、関係機関や地域と連携した活動に

取り組んでいきます。 

 

５-１ 安心安全なむらづくり 
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４ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会

的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その

他の条件を総合的に勘案し、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動す

ることが可能な区域（教育・保育提供区域）を定めることとされています。 

また、教育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準

となることを踏まえて設定する必要があります。 

現状の教育・保育提供施設の利用状況や村内の教育・保育提供施設への距離・移動手段を

勘案し、本村の教育・保育提供区域は１つとします。 
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第４章 子ども・子育て支援策の展開 

 

 

１ 子育てと仕事の両立支援の推進 

子どもの最善の利益に配慮しながら、保護者の就労や社会参加などのための多様な保育ニ

ーズに対応できるよう、保育内容を充実することとともに、サービスの質的向上を図ります。 

 

主な取り組み 

認定こども園の通常保育サ

ービス 
 

（健康福祉課） 

⚫ 保育サービスについては、子どもの幸せを第一に考え

るとともに、利用者の生活実態及び意向を十分に踏ま

えて、サービスの提供体制を整備します。 

⚫ 少子化の影響も鑑みつつ、増えている保育ニーズに対

して安定したサービス提供体制を確保します。 

延長保育 
 

（健康福祉課） 

⚫ 午後６時30分から７時までの延長保育を実施します。 

⚫ 高いニーズに対応できるよう、安定したサービス提供

体制を確保します。 

低年齢児保育 
 

（健康福祉課） 

⚫ 認定こども園では、生後６か月頃より対応しています。 

⚫ ニーズに対応できるよう、安定したサービス提供体制

を確保します。 

障がい児保育 
 

（健康福祉課）  

⚫ 障がいの程度により、できる限り対応していきます。 

一時預かり保育・病児病後

児保育 
 

（健康福祉課） 

⚫ 本村においては、現在実施していませんが、今後、ニー

ズは高まると予測されることから、近隣市町村と連携

しながら検討していきます。 

基本目標１ 

 地域における子育て支援の充実 
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主な取り組み 

認定こども園の預かり保育 
 

（健康福祉課） 

⚫ 幼児教育に関する日常の教育課程に係る時間帯以外に

保育を行う事業を行います。 

⚫ 認定こども園との緊密な連携により、情報の連携、共有

化を図ります。 

放課後児童健全育成事業

（学童保育） 
 

（健康福祉課） 

⚫ 保育ニーズが多様化するなか、今後もサービス提供体

制を確保し、児童一人ひとりの特性に応じた質の高い

支援を実施します。 

⚫ 少人数ながら利用希望があることから、土曜日の開所、

お盆の開所について検討していきます。 

⚫ 支援員の確保について、周知方法等も含めた検討を行

います。 

⚫ 国の示す「放課後児童対策パッケージ2025」を踏まえ、

放課後児童クラブの充実等に努めます。 

子育てのしやすい職場環境

づくり 
 

（総務課） 

⚫ 労働者・事業主に対して、育児休業制度等の子育てと仕

事の両立に関わる法制度の広報・啓発活動を推進し、意

識の高揚を図ります。 

⚫ 働く保護者がゆとりを持って子育てが行えるよう、有

給休暇の取得や労働時間の短縮、働き方の工夫などに

ついて、様々な機会を通じて企業や事業主に理解と協

力を求めていきます。 

就業・再就職の支援 
 

（総務課） 

⚫ 出産・子育てを機に退職した人を含め、就業・再就職を

希望する方を対象に、就職に役立つ技術の習得や労働

諸制度に関する講座の開催など、関係機関とともに支

援を進めます。 
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２ 子育て支援サービスの充実 

保護者同士の交流の場、世代間が交流できるふれあいの場、育児・保育の相談の場として、

子育て支援サービスの充実を図ります。 

子育て家庭に対して､きめ細かな子育て支援サービスを効果的・効率的に提供します。 

 

主な取り組み 

乳児家庭全戸訪問事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ すべての乳児がいる家庭を訪問し、様々な不安や悩み

を聴き、子育て支援に関する情報提供を行います。支援

が必要な家庭には、適切なサービスを提供し、子どもが

健やかに育つ環境整備を図ります。 

⚫ 担当する保健師により、介入の仕方や方法が異なるこ

とのないよう、情報共有をして継続的な支援を実施し

ます。 

療育支援家庭訪問事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ 養育支援が必要な家庭を把握し、その家庭のニーズに

応じて、保健師や栄養士・相談員等が家庭訪問し、育児

相談や支援等を行います。 

⚫ 各家庭における様々な養育支援に対応できるよう努め

ます。 

認定こども園ふれあい保育 
 

（健康福祉課） 

⚫ 未就園児に対して、認定こども園の施設開放を実施し、

在園児との交流や保護者からの子育て相談に応じま

す。 

子育てサロン 
 

（健康福祉課） 

⚫ 民生委員による子育てサロンは、親子それぞれの交流

や情報交換が図られ、世代間の交流にも発展していま

す。良きコミュニケーションの場として継続し、子育て

相談も実施していきます。 

ファミリー・サポート・セ

ンター 
 

（健康福祉課） 

⚫ 概ね生後３か月から６年生までの子どもを対象に会員

制で育児の相互援助活動を行う、ファミリー・サポー

ト・センターの利用促進を図ります。 
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主な取り組み 

子育ての相談支援 
 

（健康福祉課） 

⚫ 家庭訪問等を実施して、保護者からの相談等に応じ、必

要な情報提供を行います。 

⚫ 認定こども園では、保護者を対象に個別面談を実施す

るとともに、園の生活状況や道徳教育等の内容を掲載

し、情報提供を行います。 

⚫ 村と認定こども園と緊密な連携を取り、情報の連携、共

有化を図ります。 

子育ての情報提供 
 

（健康福祉課） 

⚫ 子育てに必要な情報を、「広報かわば」や本村のホーム

ページ、ＬＩＮＥ等を有効的に活用し、必要な情報をわ

かりやすく提供します。 

⚫ 全住民を対象に、子育ての社会化の必要性について意

識啓発を図ります。 

りんご広場 
 

（健康福祉課） 

⚫ 親子の自由な集まりの場として、遊びとコミュニケー

ションを通して、友だちの輪を広げることを目的とし

て実施します。 

⚫ 「広報かわば」、ＬＩＮＥ等を通じて、幅広い周知を図

り、妊産婦から乳幼児まで誰もが参加できる教室とし

て実施していきます。 

こども誰でも通園制度 
 

（健康福祉課） 

⚫ すべての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフ

スタイルに関わらない形で支援するため、認定こども

園等に通所していない３歳未満児までの未就園児を、

月一定時間までの利用枠の中で預かる「こども誰でも

通園制度」について、令和８年度の実施に向けて検討を

進めます。 
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３ 児童健全育成の推進 

本村には、子どもの学びや地域住民の活動拠点として、むらの学習館、保健センター、学

校、世田谷区民健康村関連施設、スポーツ交流施設などがあります。 

これらの社会資源を有効活用し、体験活動など子どもたちが集い、交流する機会の充実を

図ります。 

 

主な取り組み 

放課後子ども教室 
 

（教育委員会） 

⚫ 保護者の就労の状況にかかわらず、すべての児童を対

象とし、放課後の時間に地域の大人と過ごしながら、交

流や遊び等を提供します。 

⚫ 児童の安全面等を考慮し、協働活動サポーターの人員

増など安定したサービス提供体制を確保します。 

放課後・週末の居場所づく

り 
 

（教育委員会） 

⚫ 児童が自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすこと

ができる放課後や週末等の居場所づくりを推進しま

す。 

⚫ 週末実施の川場村ふれあい学習（おもいっきり探検隊）

など、児童の活動を地域ぐるみで支え、子どものニーズ

に応じた活動の推進を図ります。 

団体連携の児童健全育成 
 

（教育委員会） 

⚫ ふれあい学習推進会議の機能を利用し、子育連や文化

協会、おやじの会等各種団体の協力により、「チャレン

ジウィーク」、「各種子ども教室」をはじめ、学社連携の

もとで事業展開していきます。 

⚫ 地域ボランティアグループ等、様々な団体の協力・連携

のもと、既存の公共施設を利用したイベントや交流活

動等を行い、地域、そして広域での児童健全育成を推進

していきます。 

児童委員による児童健全育

成 
 

（健康福祉課） 

⚫ 地域において、児童の健全育成や虐待の防止など、子ど

もや子育て家庭への支援を住民と一体となって進めま

す。 

⚫ 子育て家庭への訪問の強化を図り、関係機関との連携

を取り、児童虐待の防止、子育て相談等の支援を進めて

いきます。 
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１ 妊娠期からの継続した支援体制の整備 

妊娠期の不安は、その後の子育てにも大きな影響を及ぼすため、それぞれの家庭が抱えて

いる不安や悩みを把握し、その軽減を図り、安心して出産し子育てができるような、妊娠期

から一貫した相談支援体制の充実を図ります。 

 

主な取り組み 

妊婦一般健康診査 
 

（健康福祉課）  

⚫ より安全で安心な出産を迎えるために、公費負担によ

り、14回の健康診査を実施します。 

⚫ 多胎に対しては、追加で５回の健康診査を実施します。 

産婦健康診査 
 

（健康福祉課） 

⚫ 産後うつの予防や新生児への虐待予防を図る観点か

ら、委託医療機関において産後２週間の産婦に身体機

能の回復・授乳の状況・精神の状態など産後１か月の健

康診査を実施します。 

妊婦支援相談事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ 母子健康手帳交付時に、保健師等が面接し、妊婦の妊

娠・出産への不安軽減を図り、必要な場合は、家庭訪問

等により、継続的に支援します。 

⚫ 「妊娠出産時アンケート」、「母子健康手帳交付時面接

におけるアセスメントシート」を活用して、リスク項目

を把握した妊産婦支援プランを作成していきます。 

妊婦訪問 
 

（健康福祉課） 

⚫ 保健師による妊婦訪問を実施し、家庭内の状況を把握

し、今後の子育てが順調に行えるように家族全体への

働きかけを行います。 

⚫ 村主催研修会への参加等を通じて、母子保健推進員の

資質向上を図るとともに、妊娠・出産・子育てに関する

悩み等を傾聴し、不安や生活上の困りごと等を軽減で

きるように努めます。 

基本目標２ 

 母子保健施策の充実 



第４章 子ども・子育て支援策の展開 

 

35 

主な取り組み 

不妊治療支援事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ 医療保険が適用されず、高額の医療費がかかる特定不

妊治療費に関わる費用の一部を助成します。 

⚫ 事業の周知を図り、不妊に悩む夫婦への支援体制の充

実を図っています。 

 

 

２ 母子保健事業の推進 

子どもを取り巻く社会環境が大きく変化する中、子どもの健康や子育てに対する親の不安

も多岐に及びます。様々な軽減を図るための相談体制の充実を図ります。 

 

主な取り組み 

１か月健診 
 

（健康福祉課） 
 

⚫ 乳児の健康の保持及び増進を図る健康診査を公費負担

により行います。 

乳幼児健診 
 

（健康福祉課） 

⚫ 乳児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診を実施し、「疾

病や障がいの早期発見」・「健全な発育・発達の促進」・

「育児不安の軽減」を図ります。 

⚫ 未受診者には、様々な問題を抱えていることも考慮し、

状況確認や受診を勧めます。 

⚫ 保健指導マニュアル等を作成して指導内容を標準化す

るとともに、健診従事者間でカンファレンスを実施し、

情報共有を行うなど、体制の強化を図ります。 

フッ素塗布事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ う歯予防対策として、１歳６か月児健診・２歳児歯科検

診・２歳６か月児歯科検診・３歳児健診において、フッ

素塗布を実施します。 

⚫ フッ素塗布と併せて、ブラッシング指導や栄養指導も

実施し、う歯保有率の減少を目指します。 
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主な取り組み 

新生児訪問（乳児家庭全戸

訪問事業） 
 

（健康福祉課） 

⚫ 育児に対する正しい意識の普及と、疾病・異常の早期発

見及び育児不安の軽減、児童虐待予防のため、保健師に

よる訪問指導を行います。 

⚫ 産後の健康管理を含め、母親の精神面の支援も行いま

す。 

母子健康相談 
 

（健康福祉課） 

⚫ 妊娠・出産・育児に関する相談を行い、母親の精神的不

安の軽減を図り、楽しく子育てができるように援助し

ます。 

⚫ 年に５回は専門職（言語聴覚士）に相談できる機会を設

けます。 

子どもの事故予防 
 

（健康福祉課） 

⚫ 子どもの家庭内における事故防止や、心肺蘇生法等に

関する正しい知識の普及に努めます。 

⚫ 乳幼児健診の機会にパンフレット等を用いながら事故

予防の保健指導を実施します。 

⚫ 起きてしまった事故については、乳幼児健診時のアン

ケートからその内容を把握し、原因や今後の対策等を

当事者とともに検討し、さらなる乳幼児の事故防止に

努めます。 

予防接種の推進 
 

（健康福祉課） 

⚫ 乳幼児を対象に、予防接種法に基づく予防接種の早期

接種を勧めます。その他の予防接種に関しても適切な

情報を提供し、助言や援助をしていきます。 

⚫ 乳幼児健診の機会を通じて保護者の意思を尊重しなが

ら、乳幼児期に受ける予防接種のメリットをわかりや

すく説明して接種の勧奨を行います。 

小児医療の充実 
 

（健康福祉課）  

⚫ 小児医療の診療体制や緊急時の対応等、広域的な医療

体制づくりに向け、働きかけを強化していきます。 
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３ 食育の推進 

妊産婦等を対象とした事業から乳幼児期、学童期を対象として実施し、地域と子どもたち

をつなぎ、世代を超えた食育を推進します。 

 

主な取り組み 

妊産婦栄養相談 
 

（健康福祉課） 

⚫ 母子健康手帳交付時の栄養相談や、モグモグ教室での

栄養相談を実施します。窓口相談を徹底し、教室への参

加を促進します。 

⚫ 無理なダイエットや朝食欠食、偏った食事・食生活を送

る親世代の増加が懸念されることから、事業の強化対

策を検討します。 

乳幼児健診栄養相談 
 

（健康福祉課）  

⚫ 乳児健診・１歳６か月児健診・３歳児健診において、月

齢や年齢、発達に応じた個別栄養相談を実施します。 

乳幼児期対象の教室 
 

（健康福祉課） 

⚫ 離乳食講習会、モグモグ教室、子育て教室等で、試食の

提供や調理実習、食育講話を実施します。 

⚫ 必要に応じ、栄養相談を実施します。参加対象の拡大と

内容の充実を図ります。 

⚫ 参加者が「できそう」、「やってみたい」と思える食事や

おやつを提示し、食生活改善につながるような教室を

開催します。 

学童期の教室 
 

（健康福祉課） 

⚫ 親子食育教室、調理実習を実施し、参加対象の拡大と内

容の充実を図ります。 

⚫ 川場村食生活改善推進協議会の協力を得るとともに、

教育委員会との連携を強化し、事業を実施します。 

食育の実践 
 

（健康福祉課） 

⚫ 教育・農政・保健分野で連携を図り、学校の総合学習等

で食育を実践するとともに、対象の拡大、内容の充実を

図ります。 

⚫ 川場村食生活改善推進協議会の協力を得るとともに、

認定こども園や教育委員会との連携を強化し、事業を

実施します。 
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主な取り組み 

小児生活習慣病予防対策

（子どもの健診） 
 

（健康福祉課） 

⚫ 健康栄養調査の実施、事後指導での栄養指導、栄養教育

を継続実施します。 

⚫ 近年、検査値が基準を上回った子どもは対象者の約３

割であり、年々増加傾向にあることから、親世代・祖父

母世代に対する食育事業とも連携し、個人の健康増進

に役立てるだけでなく、地域全体での食育推進に役立

つよう事業を実施します。 
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１ 教育環境の整備 

子どもの「生きる力」を育成していくために、学校教育において地域や保護者との信頼関

係に基づく、開かれた教育活動を進めていきます。 

次代の担い手である子どもたちが、たくましく心豊かに成長できるよう、教育環境の整備

を図ります。 

 

主な取り組み 

認定こども園・学校の連携

推進 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ 園児・児童・生徒間の交流や、教職員間の共通理解によ

り、学校への円滑な移行に努めます。 

⚫ 学習指導要領に対応した英語教育・道徳教育・交流学習

の推進など、積極的に取り組みます。 

確かな学力向上 
 

（教育委員会） 

⚫ 基本教科を中心に、少人数指導やＴＴ指導などのきめ

細やかな指導を行い、学習効果を高め、基礎学力を向上

させる体制づくりを継続して行います。 

⚫ マイタウンティーチャー、学習支援員の増員により、多

様化した児童生徒の学習状況に応じた支援、学力向上

に対応することにより、基礎学力向上につなげる体制

の整備を継続します。 

学社融合事業 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ 地域の伝統や文化を伝えたり、基礎学力の向上や情操

を培うなど、活力ある学校づくりを推進していきます。 

⚫ 英語教育の推進については、認定こども園、学校でＡＬ

Ｔによる英語指導の継続を推進していきます。 

⚫ 国際交流事業では、国際感覚を習得できるよう継続実

施します。 

道徳教育の充実 
 

（教育委員会） 

⚫ 学校、認定こども園と村内の高齢者福祉施設、医療施設

との交流等のふれあい体験を通して、子どもの心に響

く道徳教育の充実を図り、「潤沢で豊な心づくり」を推

進します。 

基本目標３ 

 教育環境の整備 
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主な取り組み 

体験活動の推進 
 

（教育委員会） 

⚫ 学校において「総合的な学習の時間」を活用し、農業体

験・高齢者との交流等、様々な地域ふれあい体験学習を

行います。 

⚫ 協力事業所の業種を増やすなど、生徒の希望した職場

で体験ができるよう、職場体験のチャレンジウィーク

を継続実施します。地域と学校教育が連携し、多様な体

験活動を展開していきます。 

学校の相談体制の充実 
 

（教育委員会） 

⚫ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー、教育支援相談員を配置して、教育相談体制の整備を

継続していきます。 

ネットワークの形成 
 

（教育委員会） 

⚫ 学校、家庭、地域及び関係機関が連携し、情報交換や少

年非行の問題などに対応するネットワークづくりを充

実します。 

⚫ 児童生徒を取り巻く環境の変化に対応できるネットワ

ークづくりの継続と、見守りや支援ができる教職員の

スキルアップを図ります。 

スポーツ環境の充実 
 

（教育委員会） 

⚫ スポーツ少年団の団体活動をはじめ、各種大会行事等

を推進していきます。 

⚫ 地域との連携を進め、優れたスポーツ指導者の育成を

図るとともに、学校におけるスポーツ環境全般を充実

し、子どもたちの健康維持や体力向上の推進を図りま

す。 

健康教育の推進 
 

（教育委員会） 

⚫ 学校保健委員会で、必要な知識や適切な生活習慣を身

に付けさせるための健康指導を行い、子どもたちへの

教育の充実を図ります。 

思春期保健対策の推進 
 

（教育委員会） 

⚫ 性教育や性感染症予防の授業を実施し、必要性があれ

ば児童生徒とその親を対象とした思春期講演会、学習

会等を開催していきます。 
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主な取り組み 

次代の親の育成 
 

（教育委員会） 

⚫ 道徳や総合的な学習の時間を充実し、生命を尊重する

心を育てます。 

⚫ 将来、子育ての楽しさや男女が協力して家庭を築くこ

となど、子どもを産み育てることの意義に関して学び、

乳幼児とのふれあい学習を継続実施します。認定こど

も園等と連携し、事業を展開していきます。 

 

 

２ 地域の教育力の向上 

地域活動の活性化により、交流や体験活動の機会の充実を図るとともに、地域全体で子ど

もを育て、見守っていくことの重要性を啓発し、子どもや親子の地域活動への積極的な参加

を促進していきます。 

 

主な取り組み 

体験活動の充実 
 

（教育委員会） 

⚫ ふれあい学習「週末体験」では、地域や関係機関等の協

力により、森林など豊かな自然環境等、地域の教育資源

を活用した多様な体験活動の継続と充実を図ります。 

スポーツ環境の整備 
 

（教育委員会） 

⚫ 地域スポーツについて、スポーツ指導者の育成を推進

します。 

⚫ 子どもたちの多様なスポーツニーズに応え、軽スポー

ツやニュースポーツ等を取り入れるなど環境を整備

し、子どもたちの健康維持や体力向上の推進を図りま

す。 

世代間交流の推進 
 

（教育委員会） 

⚫ 地域の教育力の向上を図るため、世代間交流事業に積

極的に取り組み、今後も地域に根ざした開かれた学校

を目指します。 
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１ 児童虐待防止対策の充実 

子どもの権利擁護に即した体罰によらない子育ての推進等、児童虐待に関する意識を啓発

するとともに、関係機関の連携を深め、児童虐待の発生予防や早期発見、発生時の迅速・的

確な対応等を行います。 

 

主な取り組み 

児童相談事業 
 

（健康福祉課） 

⚫ 児童相談の充実を図るため、児童相談専用電話を設置

します。 

⚫ 住民へのさらなる周知を図るとともに、児童相談に関

する専門性の高い職員を配置し、児童相談所との連携

を強化し、児童虐待の発生予防や早期発見、発生時の迅

速・的確な対応等を行います。 

要保護児童対策地域協議会

の充実 
 

（健康福祉課） 

⚫ 要保護児童の早期発見や適切な保護を図るため、関係

機関や関係団体等と連携し、児童福祉の充実を図りま

す。 

⚫ 情報の共有化を図り、共通認識に立った支援体制を継

続していきます。 

⚫ 個別ケースを含めた検討会を実施するなど情報の共有

を図るとともに、県児童相談所職員等を講師とした研

修会を開催するなど、要保護児童の早期発見、発生時の

迅速・的確な対応に向けた体制を強化します。 

虐待通告義務の広報 
 

（健康福祉課） 

⚫ 認定こども園、学校等の児童施設を含め、広く住民に周

知し、虐待の早期発見に努めます。 

⚫ 健康福祉まつり等の各種イベントにおいて、住民へ直

接パンフレットを配布するなど、より積極的な周知方

法を検討します。 

基本目標４ 

 子どもや子育て家庭の状況に応じた支援 
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主な取り組み 

こども家庭センターの開

設・運営 
 

（健康福祉課） 

⚫ 母子保健分野と児童福祉分野のより一層の連携を図

り、妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支

援を行うため、「こども家庭センター」の令和８年度の

開設を目指します。 

 

 

２ 障がいのある子どもへの支援 

障がいのある子どもや発達に遅れのある子どもの支援を行う上で、とても重要となってく

るのは、関係機関との連携です。一貫した支援を行うためにも、関係機関との協力体制を整

えます。 

障がい児の健全な発達を支援し、身近な地域で安心して生活できるよう、切れ目のない支

援と各種の子育て支援事業との連携を図ります。 

 

主な取り組み 

健診体制の強化 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ 乳幼児健診や就学時健診及び学校における健康診断に

専門職を配置します。 

⚫ 発育面での異常の早期発見とともに、発達障がい等の

発見のための体制強化を図ります。 

相談体制の充実 
 

（健康福祉課） 

⚫ 保健師の相談に加え、専門職による発達相談等により、

保護者に対する助言、指導等の相談体制の充実を図り

ます。 

⚫ 保護者の意見を尊重しながら、適切な情報を提供しま

す。 

指導教室の実施 
 

（健康福祉課） 

⚫ 発達の心配のある子どもを対象に、専門職による運動・

言語発達等の発達を促す遊びを中心とした集団指導教

室については、県の事業を活用していきます。 

⚫ 村での事業の実施についても検討していきます。 
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主な取り組み 

関係機関との連携強化 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ 認定こども園・学校・教育委員会と情報交換会を行うな

ど連携を強化し、一貫した支援を行います。 

⚫ 必要に応じて県の専門的技術支援を受け、障がいの知

識の普及や適切な対応に関する助言や指導を行いま

す。 

認定こども園・学童保育の

受け入れ 
 

（健康福祉課） 

⚫ 認定こども園・学童保育において、障がい児等の受け入

れ体制を整え、障がいの程度によって対応していきま

す。 

⚫ 職員の研修を通じて障がい児への理解を深め、関係機

関との連携を図りながら推進していきます。 

 

 

３ 子育て家庭に対する経済的支援 

子育て家庭にとって、養育費や教育費、医療費などの負担はますます大きく、経済的な支

援を望む声が高まっており、経済的負担感の軽減を実感できる支援が望まれています。子育

て家庭に対する経済的負担感の軽減のため、制度等を周知し、対象者の利用促進を図ります。 

 

主な取り組み 

子育て支援金 
 

（健康福祉課）  

⚫ 子育て家庭の支援事業として実施します。 

定期券購入費補助 
 

（むらづくり振興課）  

⚫ 高等学校等に通学する川場バス定期券の購入費を半額

補助します。 

子どもの医療費無料化 
 

（健康福祉課）  

⚫ 高校生までの医療費の無料化を実施します。 

保育料の無償化 
 

（健康福祉課）  

⚫ 認定こども園に通う全年齢児の保育料の無償化に向け

て検討します。 
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４ ひとり親家庭に対する自立支援 

ひとり親家庭が仕事と子育てを両立しながら経済的に自立するとともに、子どもが心身健

やかに成長できるよう「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づいた支援を行います。 

 

主な取り組み 

母子家庭自立支援給付金及

び父子家庭自立支援給付金

事業の周知 
 

（健康福祉課）  

⚫ 母子家庭の母または父子家庭の父の主体的な能力開発

の促進により、経済的な自立を支援する「母子家庭自立

支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業」を周知

し、利用の促進を図ります。 

ひとり親家庭の自立支援の

促進 
 

（健康福祉課）  

⚫ 自立に向けた相談、就業支援等を行うとともに、ひとり

親家庭支援事業等の県実施事業に関する情報提供を行

います。 

ひとり親家庭等への医療費

助成 
 

（健康福祉課） 

⚫ ひとり親家庭、父母のいない子どもについて、18歳未満

の子ども及びその扶養者の医療費（保険適用分）の一部

を助成します。 
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５ 子どもの貧困対策の推進 

子どもの虐待に関する痛ましい事件が増え、社会問題化しています。子どもたちの大切な

命・育ちを守るため、専門機関及び関係機関と緊密な連携を図り、児童虐待の早期発見・早

期対応に努めます。 

 

主な取り組み 

生活困窮家庭の子どもに対

する学習支援策の検討 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ いわゆる「貧困の世代間連鎖」を断ち切り、生活困窮家

庭の子どもが経済的に自立できる人材として育成され

るよう、教育ボランティア等による学習支援の施策を

実施します。 

低所得者対策の利用促進 
 

（健康福祉課） 

⚫ 生活困窮の状態にある方を川場村社会福祉協議会が実

施する生活困窮者自立相談支援事業等の低所得者対策

につなげ、困窮状態の解決、自立の促進等を図ります。 

親に対する就労支援 
 

（健康福祉課） 

⚫ ひとり親家庭、生活困窮者及び生活保護受給者の就労

支援について、県保健福祉事務所の母子・父子自立支援

員や就労支援員につなげるほか、ハローワーク等と連

携し、きめ細かな自立・就労支援に努めます。 

居場所づくり 
 

（健康福祉課） 

（教育委員会） 

⚫ こども食堂や学習支援などのこどもの居場所づくりに

取り組む団体の立ち上げを支援します。 

⚫ 子どもの居場所づくりに取り組む団体と、こども家庭

センターとの連絡会を定期的に開催します。 
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１ 安心安全なむらづくり 

保護者や子どもたちが、安心して暮らし成長するための環境づくりや、子育てを楽しめる

ようなむらづくりを推進します。 

 

主な取り組み 

通学路の整備 
 

（田園整備課） 

⚫ 子どもたちの安全な登下校を確保するために、道路施

設の点検を定期的に実施し、危険箇所の早期発見に努

めるなど、通学路の歩道を重点的に整備し、安全確保を

推進します。 

⚫ 冬期間の積雪・凍結対策として、登下校時間前までの除

雪・砂まきを、関係機関の協力を得て継続します。 

歩行エリアの確保 
 

（総務課） 

（教育委員会） 

⚫ 交通指導員、ＰＴＡによる登下校時における横断歩道

の安全誘導を継続して行います。 

⚫ 通学路における防犯灯の設置を継続して推進します。 

交通安全の推進 
 

（総務課） 

⚫ 子どもの交通安全を確保するためにも、運転者の交通

マナーアップが必要で、大人も含めた「交通安全」の啓

発活動に努めます。 

⚫ 認定こども園、学校で交通安全教室を行うとともに、沼

田警察署との連携を図り、わかりやすい交通安全教室

を継続して推進していきます。 

犯罪等に関する情報提供 
 

（総務課） 

（教育委員会） 

⚫ 犯罪防止のためのパンフレット配布、街頭啓発などに

より、犯罪抑止に努めます。 

⚫ 緊急を要する情報については、警察等と連携し、また、

防災無線や防災メールを活用して情報を実施します。 

防犯教育の充実 
 

（教育委員会）  

⚫ 学校教育において、子どもが自ら身を守ることができ

るよう防犯知識の習熟に努めます。 

 

基本目標５ 

 子どもや子育て家庭を支える地域づくり 
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第５章 事業計画 

１ 幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方策 

（１）教育・保育給付認定について 

子ども・子育て支援新制度では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保

育の必要性を確認した上で給付する仕組みとなっています。 

給付認定は、次の１号から３号の区分で行われます。 

 

給付認定 保育の必要性 主な対象家庭 

１号 
３～５歳 

なし 専業主婦（夫）家庭、就労時間が短い家庭 

２号 
あり 共働きの家庭 

３号 ０～２歳 

 

（２）年度ごとの量の見込みと確保方策 

本計画の量の見込みと確保の方策は、国が示す「第３期市町村子ども・子育て支援事業計

画等における「量の見込み」の算出等の考え方」を踏まえつつ、第２期計画期間（令和２～

６年度）での利用実績を勘案して設定しました。 

 

第３期計画 

⚫ 既存施設の定員の調整・見直し等により、受け入れ体制の整備と確保に努めます。 

⚫ 利用が増加傾向にある３歳未満児の受け入れについて、調整を図りながら拡充に努め

ます。 

⚫ 保育施設の多様化を踏まえ、特に保育の質の確保に注力し、保育サービス第三者評価

の受審や認定こども園での自己評価を推進します。 

⚫ 保育料について、国の動向等を注視しながら、子育て世帯への経済的支援に努めます。 
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令和 7 年度（2025） （単位：人） 

認定区分 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

３～５歳 ０歳 １歳 ２歳 

子どもの推計人数 47 11 9 20 

量の見込み① 4 43 3 9 19 

確
保
方
策 

教
育
・
保
育 

施
設 

認定こども園 4 42 1 7 17 

幼稚園 0 ― ― ― ― 

認可保育所 ― 0 0 0 0 

地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育事業 ― ― 0 0 0 

家庭的保育事業 ― ― 0 0 0 

居宅訪問型保育事業 ― ― 0 0 0 

事業所内保育事業 ― ― 0 0 0 

そ
の
他 

企業主導型保育事業(地域枠) ― 0 0 0 0 

認可外保育施設 ― 0 0 0 0 

村外（広域利用の委託） 0 1 2 2 2 

確保方策の合計② 4 43 3 9 19 

過不足②－① 0 0 0 0 0 

 

 

令和 8 年度（2026） （単位：人） 

認定区分 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

３～５歳 ０歳 １歳 ２歳 

子どもの推計人数 53 11 12 10 

量の見込み① 5 48 3 11 10 

確
保
方
策 

教
育
・
保
育 

施
設 

認定こども園 5 47 1 9 9 

幼稚園 0 ― ― ― ― 

認可保育所 ― 0 0 0 0 

地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育事業 ― ― 0 0 0 

家庭的保育事業 ― ― 0 0 0 

居宅訪問型保育事業 ― ― 0 0 0 

事業所内保育事業 ― ― 0 0 0 

そ
の
他 

企業主導型保育事業(地域枠) ― 0 0 0 0 

認可外保育施設 ― 0 0 0 0 

村外（広域利用の委託） 0 1 2 2 1 

確保方策の合計② 5 48 3 11 10 

過不足②－① 0 0 0 0 0 

 



 

50 

令和 9 年度（2027） （単位：人） 

認定区分 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

３～５歳 ０歳 １歳 ２歳 

子どもの推計人数 49 9 12 13 

量の見込み① 4 45 3 11 13 

確
保
方
策 

教
育
・
保
育 

施
設 

認定こども園 4 44 1 9 11 

幼稚園 0 ― ― ― ― 

認可保育所 ― 0 0 0 0 

地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育事業 ― ― 0 0 0 

家庭的保育事業 ― ― 0 0 0 

居宅訪問型保育事業 ― ― 0 0 0 

事業所内保育事業 ― ― 0 0 0 

そ
の
他 

企業主導型保育事業(地域枠) ― 0 0 0 0 

認可外保育施設 ― 0 0 0 0 

村外（広域利用の委託） 0 1 2 2 2 

確保方策の合計② 4 45 3 11 13 

過不足②－① 0 0 0 0 0 

 

 

令和 10 年度（2028） （単位：人） 

認定区分 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

３～５歳 ０歳 １歳 ２歳 

子どもの推計人数 47 10 10 13 

量の見込み① 4 43 3 10 13 

確
保
方
策 

教
育
・
保
育 

施
設 

認定こども園 4 42 1 8 11 

幼稚園 0 ― ― ― ― 

認可保育所 ― 0 0 0 0 

地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育事業 ― ― 0 0 0 

家庭的保育事業 ― ― 0 0 0 

居宅訪問型保育事業 ― ― 0 0 0 

事業所内保育事業 ― ― 0 0 0 

そ
の
他 

企業主導型保育事業(地域枠) ― 0 0 0 0 

認可外保育施設 ― 0 0 0 0 

村外（広域利用の委託） 0 1 2 2 2 

確保方策の合計② 4 43 3 10 13 

過不足②－① 0 0 0 0 0 
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令和 11年度（2029） （単位：人） 

認定区分 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

３～５歳 ０歳 １歳 ２歳 

子どもの推計人数 39 9 11 11 

量の見込み① 3 36 3 11 11 

確
保
方
策 

教
育
・
保
育 

施
設 

認定こども園 3 35 1 9 9 

幼稚園 0 ― ― ― ― 

認可保育所 ― 0 0 0 0 

地
域
型 

保
育
事
業 

小規模保育事業 ― ― 0 0 0 

家庭的保育事業 ― ― 0 0 0 

居宅訪問型保育事業 ― ― 0 0 0 

事業所内保育事業 ― ― 0 0 0 

そ
の
他 

企業主導型保育事業(地域枠) ― 0 0 0 0 

認可外保育施設 ― 0 0 0 0 

村外（広域利用の委託） 0 1 2 2 2 

確保方策の合計② 3 36 3 11 11 

過不足②－① 0 0 0 0 0 

 

 

（３）教育・保育の一体的提供及び体制の確保 

①認定こども園の普及について 

認定こども園は、幼稚園と認可保育所の機能を合わせ持ち、教育や保育を一体的に受ける

ことができるほか、子育て家庭と地域住民の交流など、地域における子育て支援も行う施設

です。本村には、私立の幼保連携型認定こども園「かわば森のこども園」が１園設置されて

います。 

今後も、出生数やむらづくりの方向を踏まえつつ、本村における唯一の幼児教育・保育施

設として連携を強化しています。 

 

②質の高い教育・保育や子育て支援等の推進 

発達段階における一人ひとりの個人差が大きいものであることに留意しつつ、特性を踏ま

えた適切な関わりや遊びや体験の中で健やかな発達を保障することができる、質の高い教育・

保育や地域資源を生かした子育て支援について、安定的に提供できる取り組みを進めていき

ます。 
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③認定こども園、学校との連携の推進 

認定こども園と学校との合同研修や情報共有を通じて、「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」を踏まえた学びの連続性について共有を図るための取り組みを進めるとともに、安心

して学校生活を送ることができるよう、引き継ぎの場の取り組みを継続します。 

 

④幼稚園教諭・保育士等に対する研修の充実等による資質向上 

講演会や公開保育、研修会を通して、幼児教育・保育の専門性などを高めるとともに、認

定こども園の園内研修など、様々な研修を充実させることで、職員の資質向上を図ります。 

 

⑤職場環境の改善による保育士の確保 

認定こども園の職場環境の改善によって、働き続けたい職場としての魅力を高めるなど、

保育士等の人材確保の充実を図ります。 

 

 

（４）子育てのための施設等利用給付の円滑な実施 

子育てのための施設等利用給付の実施では、公正かつ適正な支給の確保、保護者の利便性

等を勘案しつつ、適切な給付方法を検討し、実施していきます。 

また、施設の確認や公示、指導監査等にあたっては、施設等の所在、運営状況、監査状況

等の情報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等について、今後も県に協力

を要請しながら適正な制度運営が図られるよう努めます。 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

子ども・子育て支援法による地域子ども・子育て支援事業について、妊娠期から子育て期

まで切れ目のない支援を基本に、各段階に応じた多様なサービスを選択できるよう、関係機

関や地域と協働して取組を進めます。 

本計画の量の見込みと確保の方策は、国が示す「第３期市町村子ども・子育て支援事業計

画等における「量の見込み」の算出等の考え方」を踏まえつつ、第２期計画期間（令和２～

６年度）での利用実績を勘案して設定しました。 

 

（１）利用者支援事業 

子育て家庭の保護者や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・

福祉・医療等の関係機関を円滑に利用できるよう、身近な場所での相談や情報提供、助言等

の支援とともに、関係機関との連絡調整を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

子育て世代の人が気軽に相談できる場所として、令和２年度に「子育て世代包括支援セン

ター」を開設し、すべての妊婦を対象に妊娠・出産・子育てまでのケアプランを作成し、切

れ目のない相談支援を行うほか、ニーズに即した必要なサービスや支援が利用できるよう、

保健・福祉・医療等の関係機関との連携を図っています。 

 

第２期計画の実績 （単位：か所） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

実施か所数 

基本型 0 0 0 0 0 

特定型 0 0 0 0 0 

母子保健型 1 1 1 1 1 

※R６年度は見込み 
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＜第３期計画＞ 

⚫ 子ども・子育てに関する総合相談窓口として、個別ニーズの把握に努めながら、利用者

の立場に立ち、より充実した利用者支援を行います。 

⚫ 各関係機関等との連携・調整に努め、利用者に寄り添ったサービスを提供します。 

⚫ 子育て世代包括支援センターと児童福祉機能（家庭児童相談事業等）を一体的に運営し、

妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的支援や、すべての子どもと家庭

に対し、虐待の予防的な対応から各家庭に応じた支援まで切れ目なく対応するため、令

和８年度を目標に「こども家庭センター」の開設を目指します。 

⚫ 児童福祉法の改正に伴い整備が努力義務となった、子育てに関する相談及び助言を行う

身近な相談機関（地域子育て相談機関）の開設について、人材確保・育成等の課題解決

に向けた検討を行います。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：か所） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

実施か所数 

基本型 0 0 0 0 0 

特定型 0 0 0 0 0 

こども家庭センター型 
（旧母子保健型） 

1 1 1 1 1 

 

【地域子育て相談機関】 

第３期計画における確保方策 （単位：か所） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

地域子育て相談機関 実施か所数 1 1 1 1 1 
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（２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感・不安感の解消に向けて、

親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩みを相談できる場を提供するとともに、子

育てに関する情報提供や相談等の支援を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

本村には、子育て支援センターが１か所あり、①交流の場の提供・交流促進、②子育てに

関する相談・援助、③地域の子育て関連情報提供、④子育て・子育て支援に関する講習等を

実施しています。 

 

第２期計画の実績 （単位：か所、人回/月） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

実施か所数 1 1 1 1 1 

延べ利用回数 22 40 42 19 30 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点の機能の充実を図り、子育ての不安感等

を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援します。 

⚫ 各子育て支援機関等と連携することにより、育児相談及び遊びの提供など、多様な子育

て支援活動を実施し、子育て親子が集う場として魅力ある場所になるよう努めます。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：か所、人回/月） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

実施か所数 1 1 1 1 1 

延べ利用回数 
量の見込み 30 25 26 25 23 

確保量 30 25 26 25 23 
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（３）妊婦健康診査 

妊産婦の健康の保持及び増進を図るため、健康状態の把握・検査計測・保健指導を実施す

るとともに、妊娠期間中の医学的検査の費用を助成する事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

妊婦一人につき、妊婦健康診査受診票 14 回分と、超音波検査受診票６回分及び産婦健康診

査受診票２回分を交付しています。 

また、健康状態の把握、検査計測、保健指導を行い、妊娠期間中の適時に医学的検査を実

施する事業で健診費用を村が助成しています。 

 

第２期計画の実績 （単位：件/年、人回/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

受診票交付件数 13 14 12 8 10 

延べ受診回数 176 186 169 114 150 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 実施体制を確保しつつ、早期受診につながるよう医療機関と連携して働きかけを行い、

100％の受診率を目指します。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：件/年、人回/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

受診票交付件数 
量の見込み ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ 

確保量 ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ ２１０ 

延べ受診回数 
量の見込み 238  224  224  210  224  

確保量 238  224  224  210  224  
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等を把握する事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

主任児童委員が生後４か月から７か月未満の乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する不

安や悩みを聞くとともに、子育てに関する情報提供を行っています。 

 

第２期計画の実績 （単位：件/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

訪問件数 11 14 20 9 10 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ すべての家庭の状況を把握するために、全戸への訪問（100％）を目指します。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：件/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

訪問件数 
量の見込み 17  16  16  15  16  

確保量 17  16  16  15  16  
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（５）養育支援訪問事業等 

妊娠期の母子保健活動や乳児家庭全戸訪問時の状況などから、支援が必要な家庭を把握し、

ケースに応じて最適な専門職（助産師、保健師、保育士、栄養士等）が家庭訪問し、相談や

助言その他必要な援助を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

本村では、本事業としては実施しませんが、乳児家庭全戸訪問事業などの母子保健施策を

通じて必要な支援を行っています。 

一方、児童相談所や福祉事務所、保健所、警察署、医師会、学校、認定こども園・幼稚園、

人権擁護委員、民生委員児童委員、母子保健推進員及び庁内関係部署の各関係機関により構

成される「要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）」を設置し、代表者会議

のほか、定期的に支援内容の検討を行う実務者会議を開催しています。 

 

第２期計画の実績（会議） （単位：回/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

要保護児童対策協議会の開催回数 13 12 13 13 13 

実務者会議の開催回数 13 13 56 60 50 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 今後も養育支援訪問事業の実施は想定していませんが、児童相談所をはじめ関係機関と

の連携を図るとともに、相談体制を強化していきます。 

⚫ 子どもの権利擁護に即した体罰によらない子育ての推進等、児童虐待に関する意識を啓

発するとともに、関係機関の連携を深め、児童虐待の発生予防や早期発見、発生時の迅

速・的確な対応が行えるよう、継続的に地域ネットワークの機能強化を図ります。 

 

第３期計画における確保の方策（会議） （単位：回/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

量の見込み 

要保護児童対策協議会 
の開催回数 

13 13 13 13 13 

実務者の開催回数 55 55 55 55 55 
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（６）子育て短期支援事業 

安心して子育てができる環境づくりの一環として、保護者のレスパイトケア（リフレッシ

ュ）のほか、疾病等の理由により、家庭で養育を受けることが一時的に困難となった子ども

について、児童養護施設等で必要な養育・保護を行う事業です。育児負担の軽減等により、

児童虐待の防止にも寄与しています。 

短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）と夜間養護等事業（トワイライトステイ事

業）の２種類があります。 

 

＜本村の現状＞ 

本村では、本事業は実施していません。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 本村単独での実施が困難であることから、利用ニーズを踏まえながら近隣市町村との連

携を図り、提供体制について検討していきます。 

 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

就学前児童や学校児童を対象とした子育て中の保護者（依頼会員）、預かり等の援助を行う

人（提供会員）による相互活動の連絡・調整を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

本村では本事業は実施していませんが、令和６年度より沼田市のファミリー・サポート・

センター事業の利用が可能となっています。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 今後も沼田市との連携を図り、現在の体制を維持していきます。 

 

（８）一時預かり事業 

一般型は、保護者の仕事や傷病など、家庭において保育を受けることが一時的に困難とな

った認定こども園等に入所していない乳幼児について、一時的に子どもを預かり、必要な保

育を行う事業です。 

幼稚園型は、認定こども園や幼稚園の在園児を対象として、正規時間終了後に保護者の就

労理由などにより希望する者に対し、預かり保育を実施する事業です。 

 



 

60 

＜本村の現状＞ 

一般型、幼稚園型ともに、本村では本事業は実施していません。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 今後も本事業の実施は想定していませんが、利用ニーズの動向を注視していきます。 

 

（９）時間外保育事業（延長保育事業） 

保育認定を受けた子どもを対象に、通常の利用日・時間外に保育を実施する事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

認定こども園（保育園部）１か所で実施しています。延長時間は、月曜日から金曜日が７

時 30 分から 19 時まで、土曜日が８時から 18 時までとなっています。 

 

第２期計画の実績 （単位：か所、人日/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

実施か所数 1 1 1 1 1 

延べ利用日数 356 167 190 83 140 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 今後も事業を継続するとともに、現在の供給体制を維持しながら、ニーズに対応してい

きます。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：か所、人日/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

実施か所数 1 1 1 1 1 

延べ利用日数 
量の見込み 127  125  121  117  102  

確保量 127  125  121  117  102  
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（10）病児保育事業 

病気の治療・回復期にある子ども（病児）について、病院や認定こども園等に付設された

専用スペースで、保育士・看護師が一時的に保育を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

本村では、本事業は実施していません。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 本村単独での実施が困難であることから、近隣市町村や医療機関との連携を図り、提供

体制について検討していきます。 

 

（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間は留守家庭となる学校児童を対象に、安全な居場所づくり、異

年齢者との関わりを通して自主性・社会性を養う活動を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

１か所で放課後児童クラブを実施しています。学校のある平日は下校時から 18 時 30 分ま

で、休校日（夏休み・冬休み等の長期休暇や振替休日等）は８時から 18 時 30 分まで利用す

ることができます。 

 

第２期計画の実績 （単位：か所、人/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

実施か所数 1 1 1 1 1 

定員数 88 88 88 88 88 

申込者数 88 88 88 88 88 

実利用者数 

１年生 17 17 17 14 13 

２年生 15 16 16 20 13 

３年生 19 16 16 15 15 

４年生 16 16 16 17 18 

５年生 12 15 15 15 14 

６年生 9 8 8 7 15 

計 88 88 88 88 88 

※R６年度は見込み 
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＜第３期計画＞ 

⚫ 放課後の子どもの居場所は、教育・保育事業と並んで潜在的ニーズが高い点を踏まえ、

指導者の資質向上とともに、内容の充実に努めます。 

⚫ 発達に不安のある子どもや、特別な支援や配慮が必要な子どもの利用が増加傾向にある

ことから、関係機関との連携を図りながら対応していきます。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：か所、人/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

子どもの推計人数 135 127 112 100 98 

実施か所数 1 1 1 1 1 

実利用者数 
量の見込み 

１年生 17 11 11 11 15 

２年生 10 13 8 9 8 

３年生 13 10 13 8 9 

４年生 16 13 10 13 8 

５年生 19 17 14 11 14 

６年生 11 16 13 11 8 

計 86 80 69 63 62 

確保量 86 80 69 63 62 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべ

き日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事への参加

に要する費用等を助成する事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

給食費や副食材料費の費用、日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要

する費用等の助成を行っています。 

 

第２期計画の実績 （単位：人/年） 

 
R２年度 
(2020) 

R３年度 
(2021) 

R４年度 
(2022) 

R５年度 
(2023) 

R６年度 
(2024) 

利用者数 

教材費等 13 18 17 18 21 

副食材費 20 14 15 17 12 

給食費 0 0 246 233 85 

※R６年度は見込み 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 本事業の周知を図ると同時に、今後も引き続き、低所得世帯への支援を継続していきま

す。 

 
第３期計画における確保の方策 （単位：人/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

確保量 利用者数 

教材費等 15 15 15 15 15 

副食材費 15 15 15 15 15 

給食費 ８０ ８０ ８０ ８０ ８０ 
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（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他、多様な事

業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

本村では、本事業は実施していません。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 今後も本事業の実施は想定していません。 

 

（14）妊婦等包括相談支援事業 

妊婦・その配偶者等に対して、面談等の実施により、必要な情報提供や相談に応じるとと

もに、ニーズに応じて必要な支援につなげる伴走型支援を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

子育て世代包括支援センターにおいて、すべての妊婦を対象に、妊娠、出産、子育てまで

のケアプランを作成し、妊娠期から切れ目のない相談支援を行い、子育て世代の不安や孤立

感の軽減を図っています。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ すべての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊娠期から切れ目の

ない相談支援を行い、ニーズに即した必要なサービスや支援につなげる伴走型支援を継

続します。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：件/年、回/一人あたり、回/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

面談実施 
延べ回数 

量の見込み 

妊婦届出数 １５ １５ １５ １５ １５ 

一人あたりの 
面談回数 

３ ３ ３ ３ ３ 

合計面談回数 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

確保量 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 
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（15）産後ケア事業 

出産後の退院直後の母子に対して、助産師等が体調管理や育児方法等について相談・助言

を行うなど、心身のケアや育児のサポート等のきめ細かな支援を行う事業です。 

 

＜本村の現状＞ 

子育て世代包括支援センターにおいて、産後 12 か月未満の母親と子を対象に、産後の体調

や授乳、離乳食や子育てに関する相談、また子どもの発育や発達について、小児科医師、助

産師、管理栄養士、保健師による個別相談や講話を行っています。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 産後の母親の体調が良好に回復し、安心して子育てしていけるよう、また、子どもの健

やかな成長に向けて、心身のケアや子育てサポートなどの支援を継続します。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：人日/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

延べ 
利用日数 

量の見込み 

短期入所型 1 1 1 1 1 

通所型 1 1 1 1 1 

訪問型 1 1 1 1 1 

計 3 3 3 3 3 

確保量 3 3 3 3 3 
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（16）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

認定こども園、幼稚園、認可保育所、地域型保育事業等に通っていない０歳６か月から満

３歳未満の子どもを対象に、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単

位等で柔軟に施設を利用できる事業です。 

※本事業は、試行期間である令和７年度は地域子ども・子育て支援事業に位置づけられて

いますが、令和８年度以降は新設される「乳児等のための支援給付」となります。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 令和８年度からの事業実施に向けて、必要な受け入れができるよう、実施体制の確保に

努めます。 

 

第３期計画における確保方策 （単位：人/年） 

 
R７年度 
(2025) 

R８年度 
(2026) 

R９年度 
(2027) 

R１０年度 
(2028) 

R１１年度 
(2029) 

利用者数 

量の見込み 

０歳 － 1 1 1 1 

１歳 － 1 1 1 1 

２歳 － 1 1 1 1 

計 － 3 3 3 3 

確保量 

０歳 － 1 1 1 1 

１歳 － 1 1 1 1 

２歳 － 1 1 1 1 

計 － 3 3 3 3 

 

 

（17）子育て世帯訪問支援事業 

要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を必要とするヤングケ

アラーを含む。）に、世帯を訪問して子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等

を行う事業です。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 現時点で実施予定はありませんが、計画見直しの際に必要性を再検討します。 
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（18）児童育成支援拠点事業 

養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の子どもを対象に、

子どもの居場所や生活の場を提供するとともに、子どもや保護者への相談等を行う事業です。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 現時点で実施予定はありませんが、計画見直しの際に必要性を再検討します。 

 

（19）親子関係形成支援事業 

要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象に、親子間の適切な関係性の

構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う事業です。 

 

＜第３期計画＞ 

⚫ 現時点で実施予定はありませんが、計画見直しの際に必要性を再検討します。 
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第６章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたって、村内関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、認

定こども園等の子ども・子育て支援事業者、学校、企業、住民と連携して、多くの方の意見

を取り入れながら取組を広げていきます。 

また、社会情勢の急速な変化にも柔軟に対応し、事業に的確に反映するとともに、新たな

課題についても、積極的に早期に取り組んでいきます。 

 

 

２ 進捗状況の管理 

計画の推進にあたっては、施策の実施状況等について、各年度に点検、評価を実施します。

点検、評価の結果はホームページ等で公表します。 

なお、計画に定める量の見込みが大きく変動する場合には、計画の一部見直しを必要に応

じて行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


